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１．は じ め に

　日本全体の人口が２００６年までにピークアウトすることはほぼ確実である
∏
。日本全体で自然減に

移行するということは，各自治体において人口の維持確保が極めて困難になることを意味する。し

かし，首都圏の自治体では，人口減少を未だに「他山の石」と捉えているところが多い。

　今後は，自治体にとって，いかに人口を安定的に推移させるかが最重要課題の一つになる。急激

な人口変動は，財政だけではなく，地域経済の衰退や地域社会の弱体化などにも多大な影響を及ぼ

すからである。
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〈研究ノート〉

人口安定都市の現状について

― 青森県内の３市を例にして ―

平　　　修　久

Present Situation of Cities of Stable Population Change 
─ Case Studies of Three Cities in Aomori Prefecture─

Nobuhisa TAIRA

　The populations of Aomori, Hirosaki, and Hachinohe cities in Aomori Prefecture have changed rela-

tively in a stable manner over the last 20 years.  They have changed similarly.  However, if the urban 

cycle hypothesis is applied, urban development stages of the metropolitan areas changed drastically 

from urbanization to re-urbanization or from re-urbanization to urbanization.  Although the three cit-

ies have made lots of efforts to maintain their population sizes with increase in enrollment of univer-

sities, encouragement of creation of new jobs, promotion of in-coming migration, support of child-

raising, and enhancement of attractiveness, effects are limited.  Since these cities have already 

started to decrease in population, countermeasures to cope with problems derived from population 

decrease should be quickly considered and implemented.

 
Key words:　人口，都市，人口安定，人口減少，コンパクトシティ，都市発展段階仮説
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　１９８０年から２０００年の２０年間について人口が安定的に推移した都市
π
を，５年ごとに実施される国勢

調査の調査年の間の年増減率がプラス・マイナス０.５％未満で，なおかつ，２０００年と１９８０年の人口の

比が０.９５～１.０５，言い換えると，２０年間で人口増減が５％未満であった都市とすると，該当する市は

９２ある。そのうち，３市が青森県内にある。

　今回（２００５年８月），これら３市（青森市，弘前市，八戸市）及び青森県を対象として，インタビュー

調査を行った。以下に，青森県及び３市の人口動態を分析し，人口維持・確保策と人口減少問題対

策を整理する。これらをもとに，最後に，人口安定都市の課題について，若干の一般化を試みる。

２．青森県全体の人口動態

　青森県は，１９８０年から８５年にかけて，国勢調査人口ベースで戦後初めて減少を記録した
∫
。１９９５

年から２０００年にかけては増加したが，その後，住民基本台帳ベースで再び人口減少が続いている。

１９９８年までは出生数が死亡数を上回り自然増であったが，１９９９年から逆転し自然減に移行した。一

方，社会増減は，１９８５年以前からマイナスであった。すなわち，大都市圏などへの人口供給県とい

う性格を有していたと言える。
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表－１　青森県の人口の推移

社会増減転出転入自然増減死亡出生人口

-１１,８７７７７,７３２６５,８５５８,４４５１０,５２６１８,９７１１,５２４,４４８１９８５

-１０,３２７７２,８９３６２,５６６３,８１１１０,８４６１４,６５７１,４８２,８７３１９９０

-９４１６２,５５４６１,６１３１,４５７１２,５２８１３,９８５１,４８１,６６３１９９５

-２,０２８６２,１０８６０,０８０１,４４０１２,５３４１３,９７４１,４８２,０１０１９９６

-２,５９４６２,０９６５９,５０２８０９１２,７８８１３,５９７１,４７９,９５０１９９７

-３,２３４６０,７６２５７,５２８８６０１２,８３５１３,６９５１,４７８,０６５１９９８

-２,６６５５９,０７２５６,４０７-３１９１３,４７８１３,１５９１,４８５,０７８１９９９

-２,６４０５７,９３９５５,２９９-２１６１３,１９５１２,９７９１,４８５,７２８２０００

-３,０２６５８,３２０５５,２９４-４１３１３,３３１１２,９１８１,４７２,６３３２００１

-４,９２４５９,３９９５４,４７５-１,００２１３,４３０１２,４２８１,４６７,７８８２００２

注：１９８０，８５，９０，９５，２０００年の人口は国勢調査ベースで，他の年は住民基本台帳ベース。
出典：総務省『国勢調査報告』，青森県企画振興部『青森県の人口移動』



３．青森市・弘前市・八戸市の状況

（１）人口の推移

　大半の都道府県では，県庁所在地への人口集中度合いが高い。三大都市圏を除く道県ではこの傾

向が強い。しかし，青森県では，最大の人口規模を有する青森市が２９７,８５９人，２位の八戸市が

２４１,９２０人，３位の弘前市が１７７,０８６人（いずれも２０００年の国勢調査人口）となっており，１位の市へ

の集中度合いは２０.２％とそれほど高くない
ª
。

　そもそも，青森県は津軽藩と南部藩の一部の統合により誕生した。弘前市と八戸市は江戸時代に

おいてそれぞれの藩の中心地であった。１８７１年に，当時の弘前県庁が弘前市から青森市へ移され，

青森県に改称されることにより，青森市の発展が始まった。その後，距離的にある程度離れている

３市が，青森県内のそれぞれの地域の拠点として成長し，今日に至っている。

　３市とも，１９８０年から２０００年にかけて，年率０.５％未満で増減を繰り返している。１９８０-８５年と９０-

９５年に増加し，８５-９０年に減少したことは３市とも同じである。９５-００年は，青森市のみ増加してい

る。３市とも，この２０年間で人口が増加したが，その率は４％未満と小さい。このように，１９８０年

から２０００年にかけて，人口が比較的安定して推移したと言える。

　人口増減は，自然増減と社会増減に分かれる。自然増減については，少子高齢化の影響で，青森

市は２００３年から，弘前市は１９９９年から，それぞれマイナスに転じている。八戸市は２００３年において

もプラスである。ただし，数年のうちにマイナスに転じる恐れがある。弘前市の死亡数が人口規模

の割に多い理由として，老年人口比率が相対的に高いことがあげられる
º
。

　社会増減については，青森市が社会増を記録した年はデータ期間（１９８０－２００３年）のうち，１９８０

年と１９９３-９９年のみである。弘前市も１９８０年以降は，社会動態がほぼマイナスで推移している。弘

前市では，極端に減少しなかった理由として，１９８０年以降に２８社を誘致し，特に，１９８２年から４年

間で１８社立地し，区画整理事業や宅地造成も活発であったことをあげている。八戸市は，１９６８年か

ら社会減に移行した。その後，一時的に社会増になったが，１９７７年以降は一貫して社会減となって

いる。１９６４年に国から新産業都市
Ω
の指定を受け，１９６７年頃までには企業進出が落ち着いたためと
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表－２　 青森市・弘前市・八戸市の人口の推移

人口増減率 (年率）人口

９５-００９０-９５８５-９０８０-８５２０００１９９５１９９０１９８５１９８０

０.２５%０.４４%-０.４３%０.４４%２９７,８５９２９４,１６７２８７,８０８２９４,０４５２８７,５９４青森市

-０.１０%０.３７%-０.１６%０.０９%１７７,０８６１７７,９７２１７４,７０４１７６,０８２１７５,３３０弘前市

-０.０６%０.１３%-０.０３%０.２７%２４１,９２０２４２,６５４２４１,０５７２４１,４３０２３８,１７９八戸市

出典：総務省『国勢調査報告』より作成



考えられる。

　このようなことから，自然増がある程度の規模を維持している間は，社会減を補うことにより，

人口増が維持されてきた。しかし，自然増の縮小により人口減に転じ，自然減になるに至って人口

増は望めない状況になっている。青森市の社会減は，２０００年から２００２年にかけて急増し，この傾向

が続くと人口減少率の上昇につながる。弘前市の社会減少数は数百人で比較的安定している。八戸

市の社会減も，４桁の年もあったが，最近は３桁でとどまっている。

　弘前市では，事業所数は１９８６年に，従業者数は１９９６年に，それぞれピークアウトした。弘前市の

人口集中要因として，大学３校（教員６５５人，学生７,７４１人）と短大２校（教員４５人，学生６２６人）が

ある。弘前大学は青森県内で最も人気のある大学であり，学生は県内出身者と県外出身者と大よそ

半々である。北海道から九州まで日本中から，学生を集めている。ただし，県内の就職先としては，

県や市，銀行，学校（教員）程度に限られている。

人口安定都市の現状について

― 132 ―

表－３　青森市の人口動態

社会増減転出転入自然増減死亡出生

３４５１４,４１６１４,７６１１,５７０１,６４５３,２１５１９８０

-１,０２１１５,０３０１４,００９１,８０７１,７８６３,５９３１９８５

-１,７１６１３,５８７１１,８７１９４７１,８５１２,７９８１９９０

８１０１１,９７３１２,７８３５６４２,１９１２,７５５１９９５

３９１１２,０５８１２,４４９６２０２,１６３２,７８３１９９６

２８１２,２６３１２,２９１４８５２,２４０２,７２５１９９７

３９１１,９７６１２,０１５４０１２,３０３２,７０４１９９８

７４１１,６６８１１,７４２２３３２,４４０２,６７３１９９９

-４６１１,９９４１１,９４８３６３２,３６６２,７２９２０００

-３６６１１,９４８１１,５８２３３７２,４０９２,７４６２００１

-１,０７２１２,１８７１１,１１５２７３２,３８１２,６５４２００２

-１,０８１１２,０００１０,９１９-７１２,５３０２,４５９２００３

出典：青森市 HP（http://www.city.aomori.aomori.jp/）



（２）転出入

　青森県内の市町村の転出をみると，県外または近隣の市への転出という市町村が大部分である。

２００１-３年の県内市町村の転出を年代別に見ると，１０代か２０代のどちらかの階層で最も多くなってい

る。転入超過数については，弘前市で１０代，八戸市では２０代が中心になっている。弘前市は大学な

どへの入学者が，八戸市などは就職者が，それぞれ転入しているものと思われる。
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表－４ 弘前市の人口動態

社会増減転出転入自然増減死亡出生

１３３８,５８１８,７１４１,０３８１,２０１２,２３９１９８０

-４８８８,７４１８,２５３７０６１,２８２１,９８８１９８５

-５０２８,２７３７,７７１３２４１,３０３１,６２７１９９０

１７７７,２８６７,４６３１４４１,４４８１,５９２１９９５

-３２７７,６８５７,３５８１４６１,５２７１,６７３１９９６

-３４９７,５２８７,１７９２３１,５３７１,５６０１９９７

３０７,３３１７,３６１１４０１,４６７１,６０７１９９８

-２４３７,２５６７,０１３-６３１,６２６１,５６３１９９９

-２５８６,８９３６,６３５-１１４１,６１１１,４９７２０００

-２５７７,１０９６,８５２-４９１,５７０１,５２１２００１

-８０７７,５２８６,７２１-２８０１,６３９１,３５９２００２

-３１１７,１４０６,８２９-４０７１,７３７１,３３０２００３

-４７８６,６６９６,１９１-４１１１,７４６１,３３５２００４

出典：弘前市資料，総務省『住民基本台帳人口移動報告年報』

表－５ 八戸市の人口動態

社会増減転出転入自然増減死亡出生

-５９７１２,０５７１１,４６０２,３５４１,１８６３,５４０１９８０

-１,３６３１１,７１０１０,３４７１,９５８１,３２８３,２８６１９８５

-１,５９７１１,２３４９,６３７１,４３２１,３３０２,７６２１９９０

-５６０１０,６０５１０,０４５１,０７５１,６４２２,７１７１９９５

-５２５１０,３３６９,８１１１,０３７１,５８９２,６２６１９９６

-８５０１０,４１５９,５６５７８７１,７２８２,５１５１９９７

-１,０４０１０,２６８９,２２８８６２１,６７４２,５３６１９９８

-１,２３２１０,２３５９,００３６７５１,７５１２,４２６１９９９

-９６９９,７４２８,７７３７９８１,６５４２,４５２２０００

-４１１９,３２１８,９１０５４０１,７９９２,３３９２００１

-７０９９,４１４８,７０５５５７１,７７２２,３２９２００２

-８８５９,３１２８,４２７３０６１,９０７２,２１３２００３

出典：八戸市資料，総務省『住民基本台帳人口移動報告年報』



　青森市では，転入数も転出数の減少傾向にある（表―６）。青森市は，面積が大きく郊外部（表

─１３参照）に相当する町村が少ないため，弘前市や八戸市と比較して郊外からの転出・転入が少な

い分，その他県内と県外の比率が高い。ただし，県外からの転入の比率は低下傾向にある。青森市

への転入は，県内では弘前市，八戸市，東津軽郡，上北郡から，県外では，北海道，北東北，宮城

県，南関東からが，それぞれ多い。年齢では２０代の転入が多い。

　弘前市も，転入数，転出数，県外からの転入の比率が低下傾向にある（表―７）。弘前市へのＵ

ターンは，最近若い世代が多い。弘前市では，転入と転出ともに郊外の町村（表─１３参照）の比率

が上昇し，郊外への純転出が続いている。

　八戸市も転入数，転出数，県外からの転入の比率が低下傾向にある（表―８）。転入と転出とも

に郊外の町村（表─１３参照）の比率が上昇し，郊外への純転出が続いている。県外の転出先として

は，東京都や宮城県が多い。岩手県と接しているため，岩手県北部との人の出入りも多い。これは，

南部藩時代の名残と言える。岩手県北部には人口規模の大きな市がないため，八戸市の転入超過と

なっている。隣接する町村のうち，八戸市へのアクセスの良いところ（百石町，下田町，階上町，

福地村）はベッドタウン化が進み，人口が増加している。八戸市からの転出によるところが大きい

と思われる。
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表－６　青森市の転出入の動き

合計県外その他県内郊外１９９０

１１,８７１７,５４２３,９７８３５１
転入

１００.０%６３.５%３３.５%３.０%

１３,５８７８,３０３４,７３７５４７
転出

１００.０%６１.１%３４.９%４.０%

合計県外その他県内郊外１９９５

１２,１３６７,０９５４,５２４５１７
転入

１００.０%５８.５%３７.３%４.３%

１１,４０７７,３９１３,６２２３９４
転出

１００.０%６４.８%３１.８%３.５%

合計県外その他県内郊外２０００

１１,３９３６,８１３４,１１０４７０
転入

１００.０%５９.８%３６.１%４.１%

１１,２９５７,２４４３,６４５４０６
転出

１００.０%６４.１%３２.３%３.６%

出典：総務省『国勢調査報告』より作成



（３）人口集中地区の推移

　人口集中地区
æ
については，いずれの市でも，人口と面積が増加した。しかし，面積の増加率の方

が高く，人口密度は低下している。また，全市人口に関するシェアは上昇しており，全市的にみる

と，中心部への居住の集中が進行している。これは，今後の人口減少を展望した場合，望ましいこ

とである。
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表－７　弘前市の転出入の動き

合計県外その他県内郊外１９９０

７,７７１４,５６２２,３７６８３３
転入

１００.０%５８.７%３０.６%１０.７%

８,２７３４,４４２２,５２１１,３１０
転出

１００.０%５３.７%３０.５%１５.８%

合計県外その他県内郊外１９９５

７,４６３３,９２２２,４９３１,０４８
転入

１００.０%５２.６%３３.４%１４.０%

７,２８６４,２００１,９４７１,１３９
転出

１００.０%５７.６%２６.７%１５.６%

合計県外その他県内郊外２０００

６,４６６３,２２７２,２４７９９２
転入

１００.０%４９.９%３４.８%１５.３%

６,６８３３,７５６１,７０２１,２２５
転出

１００.０%５６.２%２５.５%１８.３%

出典：総務省『国勢調査報告』より作成

表－８　八戸市の転出入の動き

合計県外その他県内郊外１９９０

９,６３７６,２８５２,４６０８９２
転入

１００.０%６５.２%２５.５%９.３%

１１,２３４７,６３９２,５２５１,０７０
転出

１００.０%６８.０%２２.５%９.５%

合計県外その他県内郊外１９９５

９,７０８６,１１６２,６２３９６９
転入

１００.０%６３.０%２７.０%１０.０%

９,９２６５,９６３２,４１０１,５５３
転出

１００.０%６０.１%２４.３%１５.６%

合計県外その他県内郊外２０００

８,５４９５,２８２２,４１６８５１
転入

１００.０%６１.８%２８.３%１０.０%

９,１１４５,６２０２,１９５１,２９９
転出

１００.０%６１.７%２４.１%１４.３%

出典：総務省『国勢調査報告』より作成



（４）就業の推移

　就従比（従業者数を就業者数で除した値）の推移を見ると，いずれの市も，１.０を上回り，市内に

在住する労働人口よりも雇用機会が多くなっている。また，長期的にやや上昇傾向にあり，それぞ

れの都市圏において，就業に関して中心性を高めていることを示している。

　青森市は青森港の港湾機能をもとに発展したが，基盤となる産業が育っていない。専業農家が少

ないため，第一次産業はそれほど強くない。主な第二次産業は水産加工程度である。その結果，第

三次産業を中心とした産業構造となっている。有効求人倍率は，県平均とほぼ同じで０.４程度と低

い。

　青森市には県や国の事業所に勤務する公務員が多い。今後１０年間で，行政改革の一環として，青

森県職員が約４,０００人減少すると見込まれている。道州制に移行した場合，州都にならない限り，公

務員はさらに減少することが容易に想像される。また，最近，日本原燃株式会社の本社が２００３年に

六ヶ所村に移転し，１,０００人以上の雇用が減少した。

　弘前市の高卒新規就職者の県内就職率は上昇傾向にある。これは，就職者（分母）の減少という

面が多分にある。従業者数の増加寄与度でみると，誘致企業はさほど大きくない。１９９９年と２０００年
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表－９　人口集中地区（DID=Densely Inhabited District）の推移

２０００１９９５１９９０１９８５１９８０

２４１,３２２２３１,４８８２２１,７９５２２７,３７７２２６,８０１DID人口（人）

青森市
３８.０３５.７３４.１３２.０３１.３DID面積（‡）

６,３５６６,４８４６,５０４７,１０６７,２４６DID人口密度（人 / ‡）

８１.０%７８.７%７７.１%７７.３%７８.９%DID人口 /全人口

１２５,８０３１２５,３８７１２０,６０２１２０,２１６１１１,３７６DID人口

弘前市
２４.６２４.１２３.０２１.３１８.１DID面積

５,１１６５,２０３５,２４４５,６４４６,１５３DID人口密度

７１.０%７０.５%６９.０%６８.３%６３.５%DID人口 /全人口

１６９,７４９１６８,３９３１６４,２６３１４９,７８６１５３,９１６DID人口

八戸市
４５.８４４.０４３.０３７.６３６.４DID面積

３,７０５３,８２７３,８２０３,９８４４,２２８DID人口密度

７０.２%６９.４%６８.１%６２.０%６４.６%DID人口 /全人口

出典：総務省『国勢調査報告』より作成

表－１０　就従比の推移

２０００１９９５１９９０１９８５１９８０

１.０４６１.０３５１.０３３１.０３５１.０３３青森市

１.０９８１.０８９１.０８２１.０８９１.０８２弘前市

１.０９３１.０８９１.０８２１.０８９１.０８２八戸市



はマイナスである。かつての衣料や縫製などの労働集約的な分野から新たな分野への構造転換が進

んだためである。今後も誘致企業による雇用拡大に大きな期待はもてない。

　八戸市では，事業所の従業者数が１９９６年でピークを迎えている。個人事業所の従業者数は１９８６年

から減少傾向にあり，会社の従業者数の伸びで補ってきたが，会社も１９９６年から２００１年にかけて大

きく減少している。これは，有効求職者数の増加，有効求人数の減少に反映している。その結果，

有効求人倍率が低下し，２００３年には０.２８まで下がっている。就職者数は１９９６年以降，上昇傾向にあ

る。しかし，就職率（求職者に占める就職者の割合）は５-６％と低迷し，また，従業者確保率（就

職者に対する有効求人数の割合）も２０％台に留まり，雇用に関するミスマッチが見られる。
ø

（５）都市圏の推移

　都市圏を雇用の面から見ると，３市はいずれも大都市雇用圏（Metropolitan Employment Area）
¿
を

形成している。３都市圏の人口は，３２.６～３４.１万人（２０００年）とほぼ同程度である。青森市は，弘
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表－１１　八戸市の事業所と従業者の推移

公務・その他会社個人全体

従業者事業所従業者事業所従業者事業所従業者事業所

２０,１０６７８１６５,３５３３,９４０２３,０７９８,４３９１０８,５３８１３,１６０１９８６

２１,６６９８２８７６,９５４４,７５６２０,１７１７,６２５１１８,７９４１３,２０９１９９１

２３,１２３８８７８４,９５１５,３０７１７,８９０６,９９６１２５,９６４１３,１９０１９９６

２３,５２１９０５７９,５５６５,３９８１６,８４０６,３６５１１９,９１７１２,６６８２００１

出典：１９８６，１９９１年は通商産業省『事業所統計調査』，１９９６，２００１年は通商産業省・経済産業省『事業
所・企業統計調査』

表－１２　一般職業紹介の状況の推移（八戸公共職業安定所）

F従業者
確保率（D/B）

E就職率
（D/A）

D就職者数
C有効求人
倍率（B/A）

B有効求人数
A有効求職
者数

８.８３%５.８２%４,５３２０.６６５１,３１４７７,８３５１９９２

１１.１３%５.２５%４,４２７０.４７３９,７８８８４,３１７１９９３

１３.７５%６.４０%５,２８７０.４７３８,４５１８２,６３５１９９４

１３.９７%６.５２%５,２１８０.４７３７,３５９８０,０１１１９９５

１２.６８%６.０８%５,０２３０.４８３９,６１９８２,６７６１９９６

１４.８３%５.７１%５,２１５０.３９３５,１５５９１,３０８１９９７

１９.７４%４.８３%５,１９２０.２４２６,２９９１０７,５０７１９９８

１８.７６%５.６５%５,８４２０.３０３１,１４９１０３,４７８１９９９

１６.０８%６.３３%６,５５６０.３９４０,７７９１０３,６０８２０００

２１.１８%５.８８%６,５０７０.２８３０,７２７１１０,６８６２００１

２３.０６%６.１３%６,７９７０.２７２９,４８０１１０,９０１２００２

２０.７５%５.７３%６,４３４０.２８３１,００８１１２,３１４２００３

出典：八戸公共職業安定所資料より作成



前市と八戸市に比べて面積が大きいため，郊外町村の数が少なく，郊外町村の面積も小さい。一方，

弘前都市圏には６町５村の郊外町村があり，３都市圏の中で，郊外の人口と面積が最大である。

　１９８０年時点においては，弘前都市圏の人口が最も多かったが，２０００年においては，青森都市圏，

八戸都市圏，弘前都市圏の順に入れ替わっている。各都市圏の人口増減率の年率は，１９８５-９０年の青

森都市圏を除いて，０.５％未満と小さい。１９８０年から２０００年にかけての増減率の絶対値も，最大の弘

前都市圏が３.６％程度に過ぎない。すなわち，都市圏レベルにおいても，中心都市と同様に，この２０

年間は人口が安定的に推移したと言える。

　都市は，産業の振興，交通施設の建設などにより成長，成熟したり，産業の衰退や交通利便性の

低下などにより衰退する。このような都市の変化について，オランダ人クラッセンは，ヨーロッパ

やアメリカの都市圏を分析し，都市の成長・衰退の段階説として「都市発展段階仮説」を発表した。

この仮説は，世界の大都市は，順に「都市化」「郊外化」「逆都市化」「再都市化」をたどる傾向に

あるというものである。この説は，当初，世界中の都市の現象を一般化することはできないという

主張に基づく批判を数多く浴びた。しかし，１９６０年代以降に，欧米の大都市でも人口減少に転じた

ことから再評価された。
¡

　具体的には，次の表に示すように，クラッセンは，都市圏を中心部と郊外に区分し，それぞれの

人口増減により，「都市化」「郊外化」「逆都市化」「再都市化」という段階に分けた。
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表－１３　都市圏（大都市雇用圏）の概要

面積 (２０００年，‡ )人口（２０００年）
郊外町村中心市

計郊外町村中心市計郊外町村中心市

１,２３８.４５４６.０６９２.４３４０,７５０４２,８９１２９７,８５９平内町，蟹田町，蓬田村，浪岡町青森市

１,３８０.７１,１０６.９２７３.８３２６,１９３１４９,１０７１７７,０８６
岩木町，相馬村，目屋村，藤崎町，
大鰐町，尾上町，平賀町，常盤村，
田舎館村，碇ヶ関村，板柳町

弘前市

９２０.０７０６.０２１４.０３３２,４２６９０,５０６２４１,９２０
百石町，五戸町，名川町，南部町，
階上町，福地村，南郷村，倉石村，
種市町

八戸市

注：２００５年４月１日に青森市と浪岡町が新設合併。２００５年３月３１日に南郷村が八戸市に編入合併。
　　弘前市は，２００６年に岩木町，相馬村と合併する予定。
出典：総務省『国勢調査報告』より作成



　都市発展段階仮説を青森，弘前，八戸の３都市圏にあてはめると次表のようになる。青森都市圏

は，発展段階の初めの都市化の絶対的集中（A）から，一挙に再都市化の相対的集中（G）に移行し，再

び，都市化の絶対的集中（A）に戻っている。都市発展段階仮説によると，再都市化の相対的集中（G）

の次の段階が再都市化の絶対的集中（H），そして都市化の絶対的集中（A）に戻ることになる。青森

都市圏は（H）を飛ばして，再び都市化に戻ったと解釈できる。しかし，（A）からいきなり（G）に移行

したこと，そして，郊外人口が減少で推移していることから，今後，（B），（C）へと進むことは考えに

くく，（H）になるか，青森市が人口減少に転じた場合は（F）か（G）になる可能性が高い。

　弘前都市圏は，都市圏全体と郊外部の人口の減少が続いているため，再都市化の（G）と（H）を繰り

返している。

　八戸都市圏も，青森都市圏と同様に劇的な変化を続けている。都市圏人口の増減の繰り返しによ

り，都市化から再都市化ないしは逆都市化，再都市化から都市化を繰り返している。

　このように，都市圏全体の人口増減率は安定的に推移しても，都市発展段階説にあてはめると，

都市化と再都市化を繰り返し，発展段階が極めて不安定な場合があることを示している。
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表－１４　都市発展段階仮説

再都市化
衰退期成長期

成長期
逆都市化郊外化都市化

絶対的
集中

相対的
集中

相対的
分散

絶対的
分散

絶対的
分散

相対的
分散

相対的
集中

絶対的
集中

（Ｈ）（Ｇ）（Ｆ）（Ｅ）（Ｄ）（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）（段階）

＋－－－－－＋＋＋＋中心人口

－－－－＋＋＋＋＋－郊外人口

－－－－＋＋＋＋都市圏全人口

注１：＋は増，＋＋は大幅増，－は減，－－は大幅減を示す。
注２：「絶対的」とは，中心人口と郊外人口の増減の符号が異なる場合。「相対的」とは，符号が同一の

場合。
出典：山田浩之「都市化の経済分析・序説」『季刊現代経済』No.４２，１９８１



（６）将来人口推計

　青森市では，２００５年度に長期総合計画の見直しを始めた。暫定的に，将来人口は，コーホート要

因法
¬
を用いて，過去の傾向から複数算出した純移動率と合計特殊出生率の組合せにより，高位，中

位，低位の３種類を推計している。現時点における推計結果をみると，社会移動の影響が大きい。

２０１５年における推計人口は，高位が３１０,６９６人，低位が２９７,４４６人である。高位推計では２００９年まで

人口増であるが，２０１５年人口は２００５年人口の３１５,３２９人よりも減少するという結果である。計画担

当部署では，政策効果を加味して人口の上乗せは行わない方針である。自然減は致し方ないことで

あるが，市の部長級以上の幹部は人口減に神経質になっているとのことであった。

　弘前市は，トレンドのみで推計すると，２０１０年は１７４,０００人になると見込まれるが，企業立地や居

住環境の整備などの施策の実施により，『弘前市総合計画』（計画期間：２０００-２０１０年）では５,０００人

上積みしている。一方，弘前市の２０３０年の推計人口は１４５,０００人で，現在より３万人減少する。これ
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表－１５　青森・弘前・八戸都市圏の発展段階の推移

９５-００９０-９５８５-９０８０-８５

０.２５%０.４４%-０.４３%０.４４%
中心都市（青森市）

（+）（+）（-）（+）

-０.６５%-０.６４%-１.２２%-０.２０%
郊外部

（-）（-）（--）（-）

０.１３%０.２９%-０.５４%０.３５%
青森都市圏

（+）（+）（-）（+）

都市化（Ａ）都市化（Ａ）再都市化（Ｇ）都市化（Ａ）都市の発展段階

９５-００９０-９５８５-９０８０-８５

-０.１０%０.３７%-０.１６%０.０９%
中心都市（弘前市）

（-）（+）（-）（+）

-０.３４%-０.４３%-０.６４%-０.３６%
郊外部

（--）（-）（--）（-）

-０.２１%-０.００１%-０.３９%-０.１３%
弘前都市圏

（-）（-）（-）（-）

再都市化（Ｇ）再都市化（Ｈ）再都市化（Ｇ）再都市化（Ｈ）都市の発展段階

９５-００９０-９５８５-９０８０-８５

-０.０６%０.１３%-０.０３%０.２７%
中心都市（八戸市）

（--）（+）（-）（++）

-０.０４%-０.１７%-０.３０%０.１０%
郊外部

（-）（-）（--）（+）

-０.０５%０.０５%-０.１０%０.２２%
八戸都市圏

（-）（+）（-）（+）

逆都市化（Ｆ）都市化（Ａ）再都市化（Ｇ）都市化（Ｂ）都市の発展段階

出典：総務省『国勢調査報告』より作成



は１９６０年の水準を下回るレベルである。実際には，国勢調査ベースでみると，弘前市の人口は１９９５

年がピークであり，２０００年の実績値は計画人口を下回っている。

　八戸市においても，『第４次八戸総合計画』（計画期間：１９９８-２０１２年）は，人口増の計画フレーム

を設定している。しかし，国勢調査ベースでは，八戸市の人口は１９９５年がピークであり，２０００年の

実績値は計画値を下回っている。現在，八戸市では，長期総合計画（計画期間：２００７－２０１６年）の

改定作業を行っている。人口増につながる大きな起爆剤が見当たらないため，人口フレームはコー

ホート・ベースで設定する予定としている。一方で，市長は，昼間人口を増やすことを推進してい

る。

４．人口維持・確保策

　人口減少に近年移行した３市では，そのような人口変化に対して，様々な人口維持・確保策を講

じている。「転入者数を増やす政策，転出者数を減らす政策，出生者数を増やす政策として，どのよ

うな政策を実施していますか。それらのうち，効果の高いものは何ですか。」及び「人口を安定さ

せるために，どのようなことが重要であるとお考えですか。」という問いに対する回答に見られた施

策を，維持・確保を図ろうとする対象やアプローチ方法により整理すると，次のようになる。

（１）主に若者の維持・確保を目的とした施策

   青森市では，人口移動の主な要因が就学と就職であると分析し，就学場所の確保のため，高等教

育機関を設置した。以前，青森市には私立大学しかなく，４年制大学の定員が少なかった。そのため，
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定住人口

１７７,９７２１９９５

１７８,０００２０００

１７９,０００２００５

１７９,０００２０１０

出典：『弘前市総合計画』

表－１６　弘前市の将来人口推計

人口（千人）

２４３１９９５

２５１２００２

２５８２００７

２６１２０１２

出典：『第４次八戸総合計画』

表－１７　八戸市の将来人口推計



高校卒業者の多くが大学進学のために転出した。そこで，青森市では，まず，転入者数の増加と転

出者の減少を図る一環として，高等教育機関の設置により学生の市外転出を防いでいる。１９９２年に

青森大学工学部（学生１６３人，教員４０人）が開設され，１９９３年に青森公立大学（広域事務組合で運営，

学生３１３人，教員３５人）が開学されたことにより，いわゆる「ダム効果」が生まれ，１９９３年から社

会増に転じた。しかし，現在，定員割れの状態ではないものの，就職先が不足しているため，ダム

効果が薄らいでいる。その結果，２０００年以降は社会減に転じている。

   八戸市では，高卒の雇用促進として，新規高等学校卒業者雇用奨励金制を設けている。これは，

高校卒業時に就職が未決定だった者を卒業後新たに常用雇用した後６ヶ月を超えて継続雇用した事

業主に対して，雇用月の翌月から１年間に限り奨励金（月額１万円）を交付するものである。

（２）就業のための転出の減少を目的とした施策

　雇用の場の確保・創出は，就業目的の転出を抑制するために欠かせない施策である。それらの施

策を大別すると，企業誘致と新産業の創出がある。

　青森市は人口維持・確保の一環として，雇用確保を図るべく，１０年前から南部・西部・中核工業

団地を造成した。しかし，企業誘致は，はかばかしくない。工業団地の賃貸に関する特区申請（青

森企業立地促進特区：土地開発公社の所有する造成地の賃貸事業）が２００４年３月に認められた。し

かし，この特例は全国展開されたため，比較優位が失われ企業進出は進んでいない。

　弘前市では，地域経済の活性化，雇用創出などのため，１９５９年から２００５年までに４７社を誘致した。

それらの企業の現在の従業員数（２００５年４月現在）は２,６３７人であり，２０００年の就業人口の３.１％に

相当する。また，２００１年より，オフィス・アルカディア（全体２７.９ha）を分譲している。５７区画の

うち，１５区画が譲渡済み（２００５年７月現在）である。

　八戸市では，青森県が新たなビジネスや新産業の創出を促進するため，環境・エネルギー特区の

認定を２００３年５月に受けたことを踏まえて，商工会議所を中心に電力会社設立の動きがある。新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から１００％補助金を用いて，下水処理場の汚泥からメタ

ンを発酵させ，自家発電し，狭いエリアに給電する計画（マイクログリッド）がある。しかしなが

ら，創出される雇用数は限られている。

（３）転入の促進を目的とした施策

　八戸市では，転入増加策として，雇用対策を重要視している。それにより，多くの UJIターンを

ねらっている。１９６４年から２００４年にかけて４３社を誘致し，従業員数の合計は２,７０１人（２０００年の就業

者数の２.３％に相当）である。Uターン就職決定者数は，１９９０－９７年度に９６２人もいたが，２００２年度，

２００３年度は１０人未満に減少している。これは，大卒の就職先が少なく，首都圏から八戸に戻りたく

ても戻れない状況を反映している。
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（４）ヤングファミリーの維持・確保を目的とした施策

   ヤングファミリーを維持・確保するためには子育て支援施策が不可欠である。

　青森市では，子育て支援施策として，保育所入所軽減対策（料金の引下げ）や，延長保育・日曜

保育の実施などを行い，育児環境の整備に努めている。ただし，出生数増加策は特に採用していな

い。２００３年に出生数が大幅に減少し，初めて自然減になった。

（５）都市の魅力向上により人口の維持・確保を図る施策

　青森市では，にぎわいの創出に力を入れている。郊外にイトーヨーカ堂やジャスコなどの大型店

の出店，後継者難などのため，中心部の商店街は苦戦している。そこで，青森市では，青森駅近く

の魚市場跡地にアウガ（鮮魚店などの商業施設と図書館などの複合施設）を建設したり，駅から伸

びるしんまち通りにパサージュ広場を設け，商業のインキュベーションを行っている。その結果，

青森駅周辺への中高生の来街者が増加した。ただし，売り上げ増にまでは至っていない。

   また，青森市では，東北新幹線の延伸を利用して，地域を活性化し，人口の維持・確保を図ろう

としている。東北新幹線の新青森駅（青森駅の西約２ km）の駅前の石江地区では，区画整理など

の公共事業が実施されている。青森市では，新幹線効果を最大限享受することにより市内の活性化

につなげ，結果として人口減少が最小限に留まることを期待している。関係者の多くはプラスのイ

ンパクトを見込んでいるが，東京や仙台に住民や商業客を奪われるというストロー効果もある。

　弘前市では，人口の安定のために重要なこととして，魅力を高めることを上げている。弘前市は

「文化都市」を標榜している。文化が栄えれば，結果として人が集まるという考え方である。ただし，

弘前市では観光客を定住人口に結びつけることまでは考えていない。

５．人口減少問題対策

　人口が減少することにより，地域社会や経済に多様な影響が生じる。これらの問題は３市ではそ

れほど顕在化していないため，「すでに，人口減少に対する対策を講じていますか。」という問いに

対して，弘前市と八戸市からは具体的な回答はなかった。しかし，将来発生する問題を見越して現

在から取組むべきことがある。市街地の拡散の防止がその一つであり，青森市では先進的な取組み

がなされている。

　青森市では，中心市街地活性化やまちなか居住の推進により，中心地のにぎわいや居住空間を確

保し，土地利用計画や区画整理事業により無秩序な宅地化を防いでいる。

　その一環として，『都市計画マスタープラン』（１９９９年６月）における都市づくりの基本理念とし

て「コンパクト・シティの形成」を定めている。すなわち，青森市では，雪に強く，高齢・福祉社

会に対応し，環境に調和し，災害にも強く効率的で快適な都市の形成を目指している。高度経済成
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長時代に進んだ乱開発により除雪費用が増加し，それを抑制することもねらっている。さらには，

自然環境の保全という効果もある。そのため，市営住宅を中心部に建設している。

　都市計画マスタープランでは，市域をインナー，ミッド，アウターの３つの地域に分けている。

インナーでは，中心市街地活性化（老朽化したまちなみの再構築），中核的な公共施設の整備を図り，

コンパクト・シティの核心部とする。ミッドは，昭和４０年代後半以降から市街化した比較的新しい

市街地や将来の市街化需要の受け皿となる地区である。新青森駅が建設される今江地区も含まれて

いる。この地区は「快適都市のゲートウェイ」と定めているが，大規模な商業施設や業務施設の導

入は行わない。ミッド・シティにおける新たな市街地整備は区画整理事業などにより，街路の広幅

員化，流・融雪溝の整備など，克雪市街地の実現を目指すこととしている。浜田地区などの区画整

理の成功により，その後同様の区画整理が続いている。

　アウターは市街化拡大を抑制するエリアである。しかし，規制が難しく，市内のどこでも温泉が

出るため，住宅開発業者が郊外開発を行ってしまうということであった。

　中心地ではマンションの建設ブームが起こっている。新しいマンションには，高齢者や郊外居住

者が除雪作業を回避するためなどで入居している。シニア対応型（医療相談やクリニック併設）も

見られる
√
。しかし，インナーやミッドで空き家も出現しつつある。同様な現象は，弘前市でも見

られる。

６．お わ り に

　人口の安定的推移は，社会減であっても自然増により維持されてきた市が多い。このような市で

は，自然増から自然減に移行すると，青森市，弘前市，八戸市で見られるように，必然的に人口減

に転じる
ƒ
。

　人口の維持・確保には，転入の確保と転出の抑制が必要である。流動する比率が高い若者の転入

を図り，転出を抑えるためには，就学及び就業の場を十分に提供する必要がある。高等教育機関の

定員増により１０代後半から２０代前半の人口を増やすことができても，就職の場が十分に提供できな

いと，卒業＝転出となる。これは，３市の例が示すところである。

　就業の場の確保・増加のため，工業団地などの造成により企業誘致が各地で行われている。しか

し，パイの奪い合いの状況になっており，効果を上げることのできる自治体は限られている。八戸

市や弘前市のように，高度経済成長期や景気の良い時期は可能であっても，後発組の青森市のよう

に，近年は成果を挙げることは難しい。また，日本原燃産業株式会社の本社が青森市から転出した

例のように，域外資本は，地元との結びつきが強くない場合，転出の可能性がある。すなわち，地

元自治体はコントロールできない。一方で，八戸市が取組んでいるように，新産業の創出は重要で

あるが，時間がかかるとともに，残念ながら雇用吸収力が十分あるとは限らない。
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　人口減少は否定し得ない事実であるにも拘わらず，事実に向かい合う姿勢が十分に取れていない

自治体幹部がいるようである。人口規模が未だに社会的に都市の優劣の最たる基準となっているこ

とに加え，青森市，弘前市，八戸市の場合は都市圏の人口規模が同程度であり競い合っている面が

あるため，依然として，人口という「量」への拘りが存在する。

　人口減少ということを直視しないと，市の長期総合計画の将来人口を増加基調とすることになっ

てしまう。人口減少期においては，すべての市が人口増加を前提にすることはナンセンスである。

「量」の呪縛から早く逃れ，「生活の質」の向上を統合的な政策目標とすべきである。

　青森県では，『生活総合推進プラン』において，地域の住みよさ，暮らしやすさを高めていくこ

とが大切であると考え，暮しやすさにおいてはどこにも負けないという地域づくりを目指している。

その一環として，行政分野ごとに個別の数値目標を設けたり，所得や施設などの利用のしやすさと

いった「満足度」を重要視している。これらは，人口に代わる指標や目標値となりうる。

　人口減少に伴って発生する問題は様々
≈
であり，それぞれの問題への適切な対応が必要である。

都市整備や公共サービスの効率的提供などの観点から，コンパクト・シティの形成が求められる。

青森市では，その概 念をいち早く取り入れ，郊外部の開発を抑制している。また，青森市や弘前市

に見られる不動産市場が後押 ししている中心部におけるマンション建設ブームは，望ましい現象で

ある。

　人口安定都市から人口減少都市となっても，減少幅はそれほど大きくない。そのことが，人口減

少への移行を認識しにくいものにし，その事実を受け入れにくくさせている。しかし，わが国の人

口は，安定の次には必ず減少に移行することを理解することが肝要である。そして，その影響を最

小限に食い止める方策を早めに立案し，実施することが求められる。

　
注

∏　厚生労働省が２００５年８月２３日発表した『人口動態統計速報』

　（http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/sokuhou/m２００５/０６.html）によると，２００５年度上半

期の出生数５３７,６３７人，死亡数５６８,６７１人で，日本全体の人口が初の減少となった。下半期は死亡数が下

向く傾向にあるが，２００５年から人口減少期に突入する可能性もある。

π　人口安定都市に関する統計的，一般的な分析は別稿で行う予定。

∫　１９８０年から８５年にかけて減少したのは秋田県のみであったが，８５年から９０年にかけて減少したのは，

青森県など１８道県。

ª　東京都区部を除くと，宮城県の４２.６％が最高。

º　弘前市の老年人口比率が１９.３％であるのに対して，八戸市が１５.８％，青森市が１７.０％（いずれも２０００

年）である。

Ω　新産業都市建設促進法（１９６２年制定）に基づいて，新しい工業開発の中心地をつくるために，国が強

力な援助を与えて建設を進めてきた都市。八戸市など１５地区が指定された。

æ　市区町村の境域内で人口密度の高い基本単位区（原則として人口密度が１‡当たり４,０００人以上）が

隣接して，その人口が５,０００人以上となる地域であり，実質的な都市と言える。

ø　青森県内の有効求人倍率は，３６ヶ月連続で４７都道府県の中で最下位に低迷している。２００５年６月は

０.３９倍。新規求人数に占める県外への派遣や請負に関する求人の割合は１２.６％で，前年同月の６.９％のほ
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ぼ２倍に増加している。職業安定所が紹介した求人が就職に結びついた率は３８.８％で，前年同月より

１３.７％もダウンした。（「３６カ月連続で最下位」『デーリー東北』２００５.７.３１）

¿　都市雇用圏は，就従比，人口集中地区人口，都市圏内通勤比率を基準に設定される。中心市町村の人

口集中地区人口が５万人以上の場合を大都市雇用圏とし，それが１万人以上５万人未満の場合を小都

市雇用圏とする。詳しくは，金本良嗣，徳岡一幸「日本の都市圏設定基準」『応用地域学研究』No.７，

pp１-１５，２００２を参照されたい。

¡　川島辰彦「都市のライフサイクル～アーバンダイナミズムの考察」

　（http://www.academyhills.com/gijiroku/１９/９８_１０.html）

¬　すでに生存する人口については将来生命表を用いて年々加齢していく人口を求め，新たに生まれる

人口については，将来の出生率を用いて将来の出生数を計算しその生存数を求める方法。

√　２００２-０７年に，計１２棟約８００戸のマンションが新規に分譲される（「特集　人口減少時代のまちづくり戦

略　コンパクト都市へ舵を切る自治体」『日経グローカル』No.３８，２００５.１０.１７，p１９）。

ƒ　人口増（１９９０-９５年）から人口減（１９９５-２０００年）に移行した市の内訳をみると，①自然増減＞社会増

減という関係が変わらない市が６１，②自然増減＜社会増減という関係が変わらない市が８，③自然増減

＞社会増減から自然増減＜社会増減に変わった市が１，④自然増減＜社会増減から自然増減＞社会増減

に変わった市が２８である。これらのうち，①は，自然増から自然減への移行，あるいは，社会減の拡大

というパターンである。④は，社会増から社会減への移行が人口減少の主要因である。

≈　詳しくは，拙著『地域に求められる人口減少対策』（聖学院大学出版会，２００５年）の第４章を参照さ

れたい。

参考文献

∏　大西隆『逆都市化時代　人口減少期のまちづくり』学芸出版社，２００４.６

π　海道清信『コンパクト・シティ』学芸出版社，２００１.８

∫　金本良嗣，徳岡一幸「日本の都市圏設定基準」，『応用地域学研究』No.７，pp１-１５，２００２

ª　国土交通省編『平成１５年版国土交通白書―人口減少，少子高齢化時代の国土交通行政―』ぎょうせい，

　２００３.４

º　佐藤信夫「補論（２）成熟時代の都市経営」吉原直樹編著『都市経営の思想』青木書店，２０００.８

Ω　平修久『地域に求められる人口減少対策』聖学院大学出版会，２００５.３

æ　日経産業消費研究所編集『地方都市再生への戦略 コンパクト・シティを目指して』日経産業消費研

究所，２００２.８

ø　蓑原敬『成熟のための都市再生 人口減少時代の街づくり』学芸出版社，２００３.５

¿　山田浩之「都市化の経済分析・序説」，『季刊現代経済』No.４２，１９８１

人口安定都市の現状について

― 146 ―


	カバーシート18巻2号_129.pdf
	09平修久

